
令和４年度

長崎県公共事業評価監視委員会意見書

令和４年９月８日

長崎県公共事業評価監視委員会                       

                        委員長  友広 郁洋



令和４年度長崎県公共事業評価監視委員会意見書

諮問があった再評価対象２８事業及び事後評価対象４事業に

ついては、いずれも対応方針（原案）どおり認める。

【参 考】

１．審議過程における主な意見

・一般県道久山港線道路改築事業（久山工区）

当事業は、工法の見直しや関係機関との協議により事業

費及び事業期間の大幅な増額・延長が発生している。

今後の事業実施に当たっては、本事業だけでなく、他事

業においても、工法検討や事前協議を適切に行い、事業の

円滑な進捗が図られるよう努められたい。

２．令和４年度の審議経過

・第１回委員会（令和４年８月３日開催）

再評価及び事後評価対象事業の説明及び審議

現地調査及び詳細審議箇所の選定

・第２回委員会（令和４年８月２４日開催）

再評価対象事業の現地調査及び詳細審議



＜別記　４＞

令和4年9月作成

担当部 担当課 対象事業数 県事業 市町村事業 備  考

水産部 5 3 2
漁港漁場課 5 3 2 長崎市・平戸市

農林部 0 0 0
農村整備課 0 0 0
森林整備室 0 0 0

県民生活環境部 0 0 0
水環境対策課 0 0 0

土木部 23 16 7
都市政策課 0 0 0
道路建設課 6 6 0
道路維持課 4 0 4 平戸市・対馬市・雲仙市・東彼杵町

港湾課 5 4 1 長崎市

河川課 6 4 2 長崎市・大村市

砂防課 2 2 0
住宅課 0 0

合　計 28 19 9

令和4年度　再評価対象事業数一覧



位 置 図

（別記５）

令和４年度 再評価対象事業位置図

●： 漁港漁場課
●： 農村整備課
●： 森林整備室
●： 水環境対策課
●： 都市政策課
●： 道路建設課
●： 道路維持課
●： 港湾課
●： 河川課
●： 砂防課
●： 住宅課

凡例

道建-1（国）499号（栄上拡幅） 道路改築事業

道建-2（主）佐々鹿町江迎線（楠泊～矢岳工区）

道路改築事業

道建-3（一）久山港線（久山工区）

道路改築事業

道建-4（主）厳原豆酘美津島線（尾浦～安神工区）

道路改築事業

道建-5（国）384号（白魚バイパス） 道路改築事業

漁港-1 阿翁浦地区水産流通基盤整備事業

漁港-２ 星鹿地区水産生産基盤整備事業

漁港-４ 新獅子地区漁港関連道整備事業

漁港-5 為石漁港海岸高潮対策事業

漁港-３ 芦辺地区水産生産基盤整備事業

道維-4 大野原高原線道路改築事業

道維-3 木場山領線道路改築事業

道維-1 釜田線道路改築事業

道維-2 尾浦浅藻線道路改築事業

港湾-1 高島港改修事業

港湾－２ 松島港改修事業

港湾－３ 早岐港改修事業

港湾－４ 玉ノ浦港海岸保全事業

河川-4 釣道川総合流域防災事業

河川-1 中島川広域河川改修事業

河川-5 大井手川都市基盤河川改修事業

河川-3 雪浦川総合流域防災事業

河川-2 有喜川総合流域防災事業

河川-6 よし川都市基盤河川改修事業

砂防-2 白岳（11）地区急傾斜地崩壊対策事業

砂防-1 寺坂地区事業間連携

砂防等事業（地すべり）

港湾-５ 東望海岸高潮対策事業

道建-6（主）平戸田平線（向月工区）

道路改築事業



別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

H24 R3 15.6

H24 R8 18.0

H24 R3 11.6

H24 R8 19.0

H24 H28 7.5

H24 R7 27.1

H24 H28 3.7

H24 R7 3.1

1.39 1.11

【プラス要因】
・事業費の減
【マイナス要因】
・工期の延長（用
地解決の遅延）
・整備延長の延伸
（計画変更）

・可能な限りコスト
縮減を図ってきて
おり、事業効率化
に大きく寄与する
新たなコスト縮減
は見込めない。

- 継続51(63) 0.1 0.6

・長崎県水産業振興基本計画

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　基本戦略2-3　施策2
「漁業所得の向上と持続可能な
生産体制の整備」に位置付けら
れている。

・平戸市未来創造羅針盤
（第2次平戸市総合計画)
「持続可能な水産業を確率する」
に位置付けられている。

・平成30年4月に近隣5漁港
（獅子漁港・根獅子漁港・飯
良漁港・春日漁港・高越漁
港）を合併し、新獅子漁港と
なった。

・漁協や漁港背後
集落の住民より早
期完成の要望を受
けている。

継続

漁港-
4

漁港関連道整備事
業

新獅子漁港
平
戸
市

平戸市
道路
延長　L=634m
幅員　W=4.0（5.0）m

事業採択後
10年経過

③
2.4 77.4

・地元市、漁協、航
路運航者からの整
備要望を受けてい
る。

1.35 1.14

【プラス要因】
・防波堤整備に伴
う便益の追加
【マイナス要因】
・事業費の増（施
設の追加）
・工期の延長（砂
揚げ用地移転調
整の遅延）

・コスト増は整備
施設の追加によ
るものであり、か
つこれまで可能な
限りコスト縮減を
図っているため、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・事業進捗率は6
割を超えており、
断面構造が連続
しているため代替
案立案は困難。

-76.0 -（-） 2.0 4.5

・長崎県水産業振興基本計画

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　基本戦略2-3　施策2
「漁業所得の向上と持続可能な
生産体制の整備」に位置付けら
れている。

・年々勢力を強める台風の
影響を受け、港内施設等の
被災が頻発している。
・島内漁業者の高齢化によ
り、漁業者の減少がみられ
る。

― 継続

漁港-
3

水産生産基盤整備
事業

芦辺漁港 県 壱岐市

瀬戸防波堤(Ａ)(改良) 113m
-7m航路 4000㎡
浮桟橋(Ⅳ)(移設) 1基
外防波堤（改良）　200ｍ
北防波堤（改良）　100ｍ
防波護岸(改良) 1式
馬ノ瀬東防波堤 98m

事業採択後
10年経過

③
20.6

・海面養殖業が好調であり、
属地陸揚量及び陸揚金額が
増加している。

・地元漁協から整
備促進の要望を受
けている。

2.98 1.59

【プラス要因】
・陸揚量及び陸揚
金額の増加
【マイナス要因】
・事業費の増（沖
防波堤（A)の構造
見直し等）
・工期の延長（構
造の変更等）
【その他要因】
・原単位の見直し

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・工法比較を行
い、経済性及び施
工性を総合評価
した上で工法等を
採用しており、最
適な工法となって
いる（代替案はな
い）。

12.5 65.8 -（-） 0.2 6.3

・長崎県水産業振興基本計画

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　基本戦略2-3　施策2
「漁業所得の向上と持続可能な
生産体制の整備」に位置付けら
れている。

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・防災のための防
波堤及び岸壁の
改良であり、代替
案の可能性は無
い。

- 継続

漁港-
2

水産生産基盤整備
事業

星鹿漁港 県 松浦市

西防波堤（改良）　96ｍ
沖防波堤（A)　40ｍ
東防波堤（改良）　50ｍ
-3ｍ岸壁（改良）　30m
浮桟橋　１基
防波堤　40m
防波堤(改良)　260m
護岸(改良)　83m

事業採択後
10年経過

③

・長崎県水産業振興基本計画

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　基本戦略2-3　施策2
「漁業所得の向上と持続可能な
生産体制の整備」に位置付けら
れている。

・海面漁業は横ばい傾向に
あるが、養殖業は増加増額
傾向にある。

・「松浦市」「新松
浦漁業協同組合」
から整備促進の要
望を受けている。
（現時点無し、機
能診断結果による
改良のため）

1.46 1..21

【プラス要因】
・水揚げ金額、水
揚げ量の増加
【マイナス要因】
・事業費の増（対
象施設の追加変
更）
・登録漁船数の減
少
・人件費などの物
価上昇

事業採択後
10年経過

③
13.4 74.4 -（-） 1.3 3.3

漁港-
1

水産流通基盤整備
事業

阿翁浦漁港 県 松浦市

西防波堤（改良）　L=140ｍ
北防波堤(改良)　L=100ｍ
護岸(改良)　L=50ｍ
-3ｍ岸壁(改良)　L=279.2ｍ
浮桟橋　N=2.0基
沖防波堤　L=165ｍ
-3ｍ岸壁(改良)　L=75ｍ
浮桟橋　N=1.0基

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

1 / 7 ページ



別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

H24 H29 10.0

H24 R8 16.0

H20 R5 44.0

H20 R7 53.0

H25 R5 16.5

H25 R8 23.5

H27 R3 20.0

H27 R7 45.0

【プラス要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
　→原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減（発
生土砂の利用）を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・令和4年度中に
一部供用のため、
代替案の可能性
は無い。

H26 継続92.9（92.9） 1.7 22.2

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　3-2-③「生活に密着
した道路の整備による道路ネット
ワークの拡充」に位置付けられて
いる。

・島原道路（諫早インター工
区）、（鷲崎～栗面工区）の
供用開始

・諫早市より整備
促進（産業団地へ
のアクセス強化）
が要望されてい
る。

継続

道建-
3

道路改築事業
一般県道久山港線
（久山工区）

県 諫早市
延長　L=1,300m
幅員　W=6.5（10.25）m

事業採択後
6～9年経過

⑤
21.1 46.9

・佐世保市からの
整備促進の要望

1.12 1.02

【プラス要因】
・大型車交通量の
増加
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
　→原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

Ｒ２66.0 66（77） 0.2 7.9

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　3-2-③「生活に密着
した道路の整備による道路ネット
ワークの拡充」に位置付けられて
いる。

・佐世保港が「官民連携によ
る国際クルーズ拠点」を形成
する港湾に選定され、さらな
るクルーズ船観光客が見込
まれる。

4.90 1.28

・「長崎市」および
「一般国道499号
道路整備促進協
議会」から整備促
進の要望を受けて
いる。

1.10 1.05

【プラス要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
　→原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他要因】
・労務単価および
諸経費率の上昇

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・約850m区間を供
用開始しており、
代替案の可能性
は無い。

38.6 72.8 89（31） 3.2 11.2

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　3-2-③「生活に密着
した道路の整備による道路ネット
ワークの拡充」に位置付けられて
いる。

道建-
2

道路改築事業
主要地方道佐々鹿
町江迎線(楠泊～矢
岳工区)

県
佐世保

市
延長　L=2,200m
幅員　W=6.0(9.75)m

再評価後変更
⑩

15.5

・特に開発計画はなく人口の
変動は少ない。

・令和3年10月長崎市恐竜博
物館開館（長崎市野母町）

継続

道建-
1

道路改築事業
一般国道499号（栄
上拡幅）

県 長崎市
延長　L=1,300m
幅員　W=13.0(22.0)m

再評価後変更
⑩

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-3-⑤「防災・減災対策のため
の国土強靭化の推進」に位置付
けられている。

・長崎市国土強靭化地域計画
1-3-⑦「漁港施設の静穏度確保
及び海岸保全区域の越波対策」
に位置付けられている。

・年々勢力を強める台風の
影響を受け、幹線道路及び
市民の生命・財産を害する
懸念がある。

・地元である為石
小学校区連合自
治会や水揚げ場を
利用する水産業従
事者及び野母崎
三和漁業協同組
合からは、整備促
進の要望を受けて
いる。

33.42 23.27

【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長（工
事進捗の遅れ）

事業採択後
10年経過

③
4.7 29.4 -（-） 0.5 10.8

漁港-
5

海岸高潮対策事業

R1 継続

為石漁港海岸
長
崎
市

長崎市 離岸堤　150m

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・断面構造が連続
していることから
現状から代替案
に変更することは
出来ない。

-

2 / 7 ページ



別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

H27 R6 38.0

H27 R8 51.0

H30 R5 5.5

H30 R9 15.5

H24 R6 22.2

H24 R8 30.8

H25 H30 2.8

H25 R5 9.3

・残事業期間も短
く、事業効率化に
大きく寄与する新
たなコスト縮減は
見込めない。

・橋梁１橋を施工
中であり代替案の
可能性はない。

- 継続100（100） 1.2 1.8

・第２次平戸市総合計画(2018→
2027)の基本計画における【４．ま
ちをつくるプロジェクト「３．住み良
いまちを支える生活基盤の実現」
６．交通安全対策を推進する・９．
快適な交通ネットワークを整備す
る】として位置付けられている

-

・重要な生活道路
であるが、現道は
幅員が狭小なこと
より車両離合が困
難で安全な交通、
緊急車両の進入
に支障をきたして
いる。また、視距
が充分でないため
危険な状態であ
り、地区住民は早
急な解消を望んで
いる。

- 1.06

【プラス要因】
-
【マイナス要因】
-
【その他要因】
-

道維-
1

道路改築事業 釜田線
平
戸
市

平戸市
延長　L=803m
幅員　W=5.5(9.25m)

事業採択後
10年経過

③
6.3 67.7

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

H29 継続

道建-
6

道路改築事業
主要地方道平戸田
平線
(向月工区)

県 平戸市
延長　L=1,560m
幅員　W=5.5(7.0)m

再評価後変更
⑩

7.1 23.0 100（100） 0.8 23.0

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　3-2-③「生活に密着
した道路の整備による道路ネット
ワークの拡充」に位置付けられて
いる。

・平戸市内漁獲量１位を誇る
宮ノ浦漁港は近年漁獲量が
増えており、鮮魚運搬車の
増加・大型化が見込まれる。

・平戸市より整備
促進の要望を受け
ている。

1.12 1.09

【プラス要因】
・大型交通量の増
加
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
　→原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

R3 継続

21（95） 1.5 10.7

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　3-2-③「生活に密着
した道路の整備による道路ネット
ワークの拡充」に位置付けられて
いる。

・平成30年7月に「頭ヶ島教
会」が世界遺産に登録され、
観光客が増加している。

・「新上五島町」か
ら整備促進の要望
を受けている。

1.41 1.08

【プラス要因】
・大型交通量の増
加
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
　→原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長

道建-
5

道路改築事業
一般国道384号（白
魚バイパス）

県
新上五
島町

延長　L=600m
幅員　W=5.5(7.0)m

事業採択後
5年経過

④
3.3 21.1

・コスト縮減のた
め、事業区間終
点側200ｍの線形
再検討を実施し、
補強土壁工から
ブロック積工へ工
法変更を行ってい
る。

R1 継続

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　3-2-③「生活に密着
した道路の整備による道路ネット
ワークの拡充」に位置付けられて
いる。

・現在は新型コロナウイルス
等の影響により観光客は減
少傾向にあるが、それ以前
は増加傾向にあり、新型コロ
ナウイルス等の状況改善後
は観光客数増加すると見込
まれる。
また、尾浦～安神工区は、
観光地の一つである「鮎もど
し自然公園」へのルートであ
るため、大型観光バス等の
交通量も増加している。(H27
～H30)

・対馬市から整備
促進の要望を受け
ている。

1.06 1.01

【プラス要因】
・交通量の増加
（観光客の増加に
伴う大型観光バ
ス等の交通量増
加）
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
　→原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長

再評価後変更
⑩

36.3 71.2 95（100） 1.5 13.2
道建-

4
道路改築事業

主要地方道厳原豆
酘美津島線(尾浦～
安神工区)

県 対馬市
延長L=1,900ｍ、幅員
W=5.5（7.0ｍ）
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

H25 R4 38.0

H25 R8 57.1

H21 R5 10.0

H21 R9 14.0

H25 H29 2.4

H25 R10 4.1

H25 R7 29.2

H25 R12 31.9

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

H30 継続

道維-
4

道路改築事業 大野原高原線

東
彼
杵
町

東彼杵
町

延長　L=370m
幅員　W=6.0(7.5)m

事業採択後
10年経過

③
3.0 72.0 97（97） 0.5 0.6

・第5次東彼杵町総合計画（2014
～2023）
基本方針２５「地域の安全性、信
頼性を確保する整備の推進」とし
て位置付けられている

・大野原高原線道路の整備状況
　橋梁（法音寺橋）（H30～R3完
成）
　道路改良（R4～R10予定）

-

・広域農道が接続
する町道の改良事
業について地元要
望

2.47 1.63

【マイナス要因】
・事業費の増（労
務費や資機材、
諸経費等の価格
上昇）
・工期の延長（用
地取得、墓地移
転遅延の工期延
長）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・２級河川彼杵川
を渡河する橋梁
（法音寺橋）が完
了してるいため、
代替案の可能性
は無い。

0.0 継続

94（98） 0.4 4.5

・第２次雲仙市総合計画　後期基
本計画（2022→2026）において、
本事業は、【2-6　観光・交流】、
【3-1　道路・公共交通】として位置
づけられている。

・雲仙市小浜町には、R2.3に
公立小浜温泉病院、R4.4に
小浜体育館が、移転して
オープンするなど、市民等が
多く利用する公共施設が立
地している。
・本事業区間に並行して、国
の直轄事業である富津防災
が令和４年度に事業化され
た。

・地元からも整備
促進を要望されて
いる。

1.02 0.74

【マイナス要因】
・事業費の増（補
強土壁の基準改
定、労務単価・資
機材の単価上昇
など）
・工期の延長（用
地解決の遅延、
補強土壁工の事
業費増による期
間延長）
・富津防災事業化
による国道57号
の迂回路としての
期間の短縮

道維-
3

道路改築事業 木場山領線
雲
仙
市

雲仙市
道路改良　L=1,314m
幅員　W=4.0(5.0)m

再評価後変更
⑩

9.1 64.9

道維-
2

道路改築事業 尾浦浅藻線
対
馬
市

対馬市
延長　L=2,300m
幅員　W=5.5(7.0)m

事業採択後
10年経過

③
8.2 14.3 100（100） 5.0 44.0

第２次対馬市総合計画の『支え合
いで自立した島』を目指した具体
的な施策として【生活インフラの
維持と安心・安全なまちづくり】に
位置付けられている。

-

地元及びゴミ収集
運搬業者、輸送業
者等からも事業の
早期完成を切望さ
れている。

1.12 0.84

【プラス要因】
・交通需要推計
データの更新

【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定

・事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

- 継続

港湾-
1

港湾改修事業 高島港防波堤 県 長崎市
防波堤(沖)(改良)　220ｍ
防波堤(南)(改良)　415ｍ

再評価後
5年経過

⑧
2.2 6.9 -（-） 2.0 27.7

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略3-3-⑤「防
災・減災対策のための国土強靭
化の推進」に位置付けられてい
る。

・新型コロナウイルス感染症
の影響により、高島港の乗
降人員が減少している。

・長崎市より早期
完成が望まれてい
る。

1.12 1.11

【マイナス要因】
・事業費の増
（労務・資材単価
等の上昇）
・工期の延長
（災害復旧工事等
によるﾌﾞﾛｯｸ製作
ﾔｰﾄの制限）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
は無い。

H29 継続
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

H28 R2 12.0

H28 R10 26.9

H27 H31 9.0

H27 R10 14.5

H25 H30 6.3

H25 R6 11.6

H25 R12 15.2

H25 R12 15.2

港湾-
2

港湾改修事業
松島港離島ターミナ
ル

県 西海市

防波堤A(改良) L=190ｍ
防波堤B(改良) L=90ｍ
泊地（-4.0ｍ） L=500ｍ2
浮桟橋(改良)　N=1基
物揚場(-4.0m) L=50ｍ
物揚場(-2.0m) L=20ｍ
道路 L=130ｍ
駐車場 A=2,800ｍ2
ふ頭用地 A=2,800ｍ2

事業採択後
6～9年経過

⑤
7.2 26.8 -（-） 4.5 15.2

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略3-2-④「国内
外との交流の拠点となる港の整
備」に位置付けられている。

・松島火力発電所の2号機に
おいて、高効率の石炭ガス
化複合発電への転換工事が
2024年から開始される予定
であり、工事関係者の増に
よる乗降客数の増加が期待
される。

・R3.8西海市から
の知事要望の中で
整備促進の要望を
受けている。

1.33 1.23

【プラス要因】
・背後地の浸水被
害回避、施設被
害回避便益の追
加
【マイナス要因】
・事業費の増
（浮桟橋の構造変
更、防波堤改良
断面の増等）
・工期の延長
（浮桟橋の構造変
更、防波堤改良
断面変更による）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

－ 継続

港湾-
3

港湾改修事業 早岐港小型船だまり 県
佐世保

市

防波堤（１）　L=55ｍ
防波堤（２）　L=70ｍ
護岸（防波）（１）　L=20ｍ
護岸（防波）（２）　L=130ｍ
泊地（-3ｍ）（防波堤撤去）
L=35ｍ
泊地（-3ｍ）　A=11,000㎡
物揚場（-3ｍ）（１）　L=30ｍ
物揚場（-3ｍ）（２）　L=80ｍ
物揚場（-2ｍ）( 改良)L=65ｍ
船揚場　L=15ｍ
道路（１）　L=5*70ｍ
道路（２）　L=5*170ｍ
道路（３）　L=5*85ｍ
道路（改良）　L=5*10ｍ

事業採択後
6～9年経過

⑤
2.3 15.9 100（100） 1.6 10.6

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略2-3-③「生
産・流通基盤の強化と漁村の賑
わい創出に向けた浜の環境整
備」に位置づけられている。

社会経済情勢の変化につい
て、大幅な変化はない。

・佐世保市南部漁
協より早期完成の
要望が上がってい
る。

1.69 1.17

【マイナス要因】
・事業費の増
（軟弱層が確認さ
れたため地盤改
良工法の追加）
・工期の延長
（地元調整、用地
補償の追加、地
盤改良工法追加
による）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

－ 継続

港湾-
4

海岸高潮対策事業 玉ノ浦港護岸 県 五島市 護岸（改良）L=735m
事業採択後
10年経過

③
7.4 63.8 -（-） 1.2 3.0

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略3-3-⑤「防
災・減災対策のための国土強靭
化の推進」に位置付けられてい
る。

社会経済情勢の変化につい
て、大幅な変化はない。

五島市より早期完
成が望まれてい
る。

10.73 7.74

【プラス要因】
資産評価単価の
増
【マイナス要因】
・事業費の増
（想定より水深が
深かったため基
礎形状の変更）
・工期の延長
（基礎捨石の施工
量増等による）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

－ 継続

港湾-
５

海岸高潮対策事業 東望海岸
長
崎
市

長崎市
堤体工（改良）　L=630m
消波工（新設）　L=630m

事業採択後
10年経過

③
4.6 30.3 -（-） 0.4 10.2

・長崎市第五次総合計画
　個別施策E1-1「都市の防災機
能向上を図ります」に位置付けら
れている。

社会経済情勢の変化につい
て、大幅な変化はない。

沿岸部の地元住
民より整備促進の
要望を受けてい
る。

5.40 4.89

【マイナス要因】
当該地域の人口
及び保全家屋の
減少

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

H25 継続
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

S63 R4 98.4

S63 R10 98.4

H5 R8 42.0

H5 R11 50.0

H27 R6 37.4

H27 R16 37.4

H4 R6 41.0

H4 R6 44.0

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

H29 継続94（86） 5.0 15.3

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025(災害に強く、命を守る
強靱な地域づくり)に位置付けら
れている。
・諫早市総合計画の中で、基本施
策「いのちを守る防災対策」に有
喜川河川整備事業の推進が挙げ
られている。

・特に開発計画はなく、人口
の変動は少ない。

・洪水氾濫被害に
対する安全確保の
ため、河川改修事
業の早期完成が
望まれている。

3.06 4.03

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・事業費の増額
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアル、資産評
価単価及びﾃﾞﾌﾚｰ
ﾀｰの改定

0（0） 2.3 28.1

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025(災害に強く、命を守る
強靱な地域づくり)に位置付けら
れている。

・地域おこしが活発な地域
で、イベント開催時期には多
くの人々が集まる。また、店
舗や宿泊施設も整備され、
地域活性化が促進されてい
る。

・洪水氾濫被害に
対する安全の確保
のため事業の早期
完成が望まれてい
る。

1.36 1.25

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・工期延期
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアル、資産評
価単価及びﾃﾞﾌﾚｰ
ﾀｰの改定

河川-
2

総合流域防災事業 有喜川 県 諫早市
改修延長　L=1,750m
河道拡幅、河床掘削、築堤、護
岸整備、橋梁架替及び堰改築

事業採択後
5年経過

④
29.7 59.4

河川-
1

広域河川改修事業 中島川 県 長崎市
延長　L=1,750m 再評価後変更

⑩
96.6 98.2 95（93） 0.5 1.3

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025(災害に強く、命を守る
強靱な地域づくり)に位置付けら
れている。

・長崎市出島復元計画表門
橋架橋事業と併せて整備を
行うことで出島周辺が活性
化している。

・長崎市庁舎の移設、新大
工町再開発など、流域内で
の重要施設が増加してい
る。

・洪水氾濫被害に
対する安全確保の
ため、河川改修事
業が望まれてい
る。

5.30 5.14

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・工期延期
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアル、資産評
価単価及びﾃﾞﾌﾚｰ
ﾀｰの改定

・代替案も含め、
関係機関と協議
中である。

H30 継続

河川-
3

総合流域防災事業 雪浦川 県 西海市
改修延長L=2,500m
河床掘削、築堤、護岸等

事業採択後
6～9年経過

⑤
7.0 18.7

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

－ 継続

河川-
4

総合流域防災事業 釣道川 県
新上五
島町

L=1,450m
河道拡幅に伴う掘削、護岸、お
よび橋梁の改築等

再評価後変更
⑩

40.7 92.5 100（100） 0.5 2.8

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025(災害に強く、命を守る
強靱な地域づくり)に位置付けら
れている。
・青方北部土地区画整理事業完
了（H元～15、事業費18.1億円、
面積A=5.4ha）

・新上五島町の中心部であ
たり、公共施設等が集約さ
れている地域である。

・洪水氾濫被害に
対する安全確保の
ため、河川改修事
業の早期完成が
望まれている。

2.00 1.84

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・事業費の増加
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアル、資産評
価単価及びﾃﾞﾌﾚｰ
ﾀｰの改定

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

R1 継続
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R4年度
事業費

R5年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

令和４年度　再評価対象事業一覧表 令和４年９月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原案)事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

H13 R5 25.0

H13 R10 25.0

H10 R10 40.9

H10 R10 51.1

H25 R2 8.0

H25 R9 11.0

H25 H29 3.0

H25 R7 4.5

砂防-
2

急傾斜地崩壊対策
事業

白岳(11)地区 県
佐世保

市
現場吹付法枠工A=5,040㎡
鉄筋挿入工N=430本

事業採択後
10年経過

③
2.4 53.3 99（100） 0.4 1.7

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
 3-3-3「災害に強く、命を守る強
靭な地域づくり」に位置付けられ
ている。

・佐世保市地域防災計画におい
て、「白岳(11)地区急傾斜地」とし
て位置付けられている。

変化なし
・地元より早期の
事業概成を求めら
れている。

6.20 7.47

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他要因】
・マニュアル改定
により人身被害の
便益が増加

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

ー 継続

55（76） 2.5 4.7
河川
－５

都市基盤
河川改修事業

大井手川
長
崎
市

長崎市
改修延長　Ｌ＝2,150m
河道拡幅、河床掘削、護岸
整備、橋梁架替等

再評価後変更
⑩

17.8 71.2

長崎市第五次総合計画の主要事
業に位置づけ、滑石地区の公営
住宅立替事業、街路事業等と連
携して進めている。

河川に隣接する地区では、
県営住宅の整備や区画整理
事業による宅地化が進んで
いる。

早期完成を要望。 3.63 3.91

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・特になし
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアル、資産評
価単価及びﾃﾞﾌﾚｰ
ﾀｰの改定

発生残土を他工
事に利用すること
でコスト縮減を図
る。
代替案の可能性
はない。

R2 継続

河川
－６

都市基盤河川改修
事業

よし川
大
村
市

大村市
改修延長L=1,895m
河道拡幅、河道掘削、護岸整
備、橋梁架替及び堰改築

再評価後
5年経過

⑧
29.1 56.9 68（61） 4.3 17.7

・第5次大村市総合計画の「災害
に強いまちづくり」に位置づけられ
ている。

・人口増加が続いている大
村市の中でも交通網の整備
等に伴い、近年宅地開発・
工業開発等が進んでいる地
域である。
また、令和4年9月に西九州
新幹線新大村駅の開業が予
定されており、本市の交流人
口拡大と地域経済の活性化
が期待されている。

・開発の進捗に伴
い、洪水氾濫被害
に対する安全確保
のため、河川改修
事業の早期完成
が望まれている。

2.91 3.92

【プラス要因】
・被害額の増加
【マイナス要因】
・事業費の増額
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアル、資産評
価単価及びﾃﾞﾌﾚｰ
ﾀｰの改定

・発生残土の他工
事流用など、可能
な限りコスト縮減
を図る。
・流域形態から上
流でのダム施設
などの適地がな
く、代替案の比較
をして決定してい
る。

H29 継続

砂防-
1

事業間連携砂防等
事業（地すべり）

寺坂地区 県 諫早市

横ボーリング工　Ｎ＝74本
集水井工　Ｎ＝２基
抑止杭工　Ｎ＝135本
排水ボーリング工　N=２本
集水ボーリング工　N=33本

事業採択後
10年経過

③
6.7 60.5

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

- 継続100（100） 0.5 3.9

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025
3-3-3「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられて
いる。

・保全人家の増（４１戸→４８
戸）

・地元より早期の
事業概成を求めら
れている。

4.49 4.60

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
・保全人家数の増
【マイナス要因】
・工期延長に伴う
コスト増加
・事業費の増（対
策工の変更）
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＜別記　４＞

令和4年9月作成

担当部 担当課 対象事業数 備  考
土木部 4

都市政策課 0
道路建設課 3
道路維持課 1
港湾課 0
河川課 0
砂防課 0
住宅課 0

合　計 4

令和4年度　事後評価対象事業数一覧



位 置 図

（別記５）

令和４年度 事後評価対象事業位置図

●： 漁港漁場課
●： 農村整備課
●： 森林整備室
●： 水環境対策課
●： 都市政策課
●： 道路建設課
●： 道路維持課
●： 港湾課
●： 河川課
●： 砂防課
●： 住宅課

凡例

道建-1（国）251号（吾妻愛野バイパス） 道路改築事業

道建-2（一）青方港魚目線（奈摩工区）道路改築事業

道建-3（国）384号（三日ノ浦バイパス） 道路改築事業

道維-1 百花台公園都市公園事業



別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和４年９月作成

事業費

着工 完了 （億円）

【再評価時（H27）】
・ B／C　 　1.24
・工　 期　　H29
・事業費　　71.0億円
・交通量　　7,100台/日

【事後評価時】
→　　1.38
→　　H29
→　　71.0億円
→　　12,100台/日

【再評価時（H25）】
・ B／C　 　1.57
・工　 期　　H26
・事業費　　22億円
・交通量　　4,554台/日

【事後評価時】
→　　1.03
→　　H29
→　　22億円
→　　2,969台/日

令和４年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

H23

事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

71.0
延長 L=1.7km
幅員 W=7.0(12.0)m

対応方針（原案）

道建-1
道路改築事業
一般国道２５１号
（吾妻愛野バイパス）

・島原道路の一部である「有明瑞穂バイパス」が令和２年度に新規事業化している。
・「諫早インター工区」が令和元年度に、「長野～栗面工区」が令和４年度に供用している。

・吾妻愛野バイパスが整備され、所要時間が約４分短縮した。
・愛野森山バイパスと連結し、広域ネットワークの一部を形成することで、地域間の連携強化に寄与している。
・所要時間の短縮により、鮮度保持が大切な生鮮野菜をいち早く消費地に届けることが可能となり、地域の基幹産業である農業の発
展を支援している。
・救急搬送の時間短縮や走行性向上により、地域住民の安心に寄与するとともに、搬送患者の負担軽減につながっている。

事業の効果の発現状況

雲仙市 H29

当該事業に係わる対応方針

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

・特になし

・島原道路全体としての整備効果を発揮するためには、未整備区
間の整備推進が重要である。

・吾妻愛野バイパスは、地元住民や農業関係者に当該事業への
理解を深めていただくことで、円滑に工事を進め事業を完了する
ことが出来た。今後も同種事業において、計画段階から地元説明
を行い、合意形成を図ることが重要と考える。

・吾妻愛野バイパスの整備により、「所要時間の短縮」、「広域ネッ
トワークの形成」など、一定の効果が得られており、「地域産業活
動の支援」、「緊急医療体制の強化支援」といった波及的効果にも
貢献していることから、当面の改善措置や更なる事後評価の必要
性はない。

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）

同種事業に係わる対応方針
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必

要性）

道路整備に伴い、車両走行性の向上および利用者の安全性確保
が図られており、事業の効果が確認できることから、今後の事後
評価、改善措置の必要はない。

道建-2
道路改築事業
一般県道青方港魚目線
（奈摩工区）

新上五島町
延長L=2,190m
幅員W=6.0(9.75～12.0)m

H16

同種事業においては、地域住民や関係機関との連携が不可欠で
あり、相互理解を得ながら事業を進めることが必要と考える。

H29 22.0

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

・島内の中止部へアクセス性の向上が図られた。（26ｋｍ/h　⇒　40ｋｍ/h）
・道路改良により、車両及び歩行者の安全性が確保された。

事業実施による環境の変化

特になし

社会経済情勢の変化

特になし

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必

要性）

1/2



別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和４年９月作成

事業費

着工 完了 （億円）

令和４年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

【再評価時（H28）】
・ B／C　 　1.19
・工　 期　　H29
・事業費　　68.5億円
・交通量　　5,367台/日

【事後評価時】
→　　1.13
→　　H29
→　　70.2億円
→　  4,688台/日

【再評価時（H25）】
・ B／C　 　２．６９
・工　 期　　H２８
・事業費　　７６．３億円

【事後評価時】
→　　５．０６
→　　H２９
→　　７７．３億円

今後も、さらなる人口減少や高齢化の進行などの社会情勢の変
化や公園利用者のニーズの多様化など利用形態の変化に応じ
た、計画の検討が必要である。

H２９ 77.3

再評価実施

全体事業費
１０億円以上

事業完了後
５年経過

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

平成２９年度の推計の年間利用者数は１８．９万人であったが、実績としては４２．４万人に増加しており、直接的な利用価値が向上し
ている。

事業実施による環境の変化

・従前は山林等であったが、事業の実施により広域のレクリエーション需要を充足する公園施設となった。

社会経済情勢の変化

平成１７年１０月に旧７町が合併し、雲仙市となり、平成１８年１月に旧島原市と旧有明町が合併し現在の島原市となった。

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必

要性）

本事業の実施により、健康・レクリエーションの場が創設・拡大さ
れ、県民の健康促進や余暇活動に公園が利用されていること、広
場等の整備により防災機能も強化されるなど事業の効果がみら
れ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断
している。

道維-1
都市公園事業
百花台公園

雲仙市
島原市

事業認可（第２期）A=１８．７ha
（全体計画　A=４８．４ha）

・ふれあい広場（A=５．６ha）
・森の広場（A=６．０ha）
・大芝生広場（A=２．９ha）
・有明ピクニックの森（A=４．２
ha）

S５５

道建-3
道路改築事業
一般国道３８４号
（三日ノ浦バイパス）

新上五島町
延長L=2,000m
幅員W=6.0(9.75)m

対応方針（原案）

社会経済情勢の変化
H29 70.2

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

特になし

・島内の中止部へアクセス性の向上が図られた。（29ｋｍ/h　⇒　50ｋｍ/h）
・道路改良により、車両及び歩行者の安全性が確保された。

事業の効果の発現状況

特になし

H19

事業実施による環境の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

道路整備に伴い、車両走行性の向上および利用者の安全性確保
が図られており、事業の効果が確認できることから、今後の事後
評価、改善措置の必要はない。

同種事業においては、関係機関と連携し適切な事業管理に努め、
事業効果が早期に発現できるよう早期完成に努める。

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必

要性）
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